
令和５年度（令和６年度繰越）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実績及び効果検証シート
（単位:円）

内臨時交付金 実績／成果 検証 課題・今後の取組

1
低所得世帯支援給付事業
【物価高騰対策給付金】

社会福祉課

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和5年度住民税非課税世帯

R6.1 R6.5 386,404,722 386,404,722

需用費:772,483
役務費:2,147,555
委託料:2,369,274
使用料及び賃借料:245,410
補助金:380,870,000

5,441世帯に対し、１世帯当たり70,000
円の給付金を支給した。

給付金を支給することで、物価高騰の影
響により困難に直面する方の生活を支援
することができた。

―

2
低所得世帯支援給付事業
（R5均等割のみ課税世帯）
【物価高騰対策給付金】

社会福祉課

①物価高騰が続く中で低所得者世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得者世帯への給付金及び事務費
③令和5年度住民税均等割のみ課税世帯

R6.2 R6.7 128,071,629 128,071,629

需用費:162,140
役務費:523,489
委託料:1,386,000
補助金:126,000,000

1,260世帯に対し、１世帯当たり
100,000円の給付金を支給した。

給付金を支給することで、物価高騰の影
響により困難に直面する方の生活を支援
することができた。

―

3
低所得世帯支援給付事業
（こども加算）
【物価高騰対策給付金】

子ども家庭課

①物価高騰が続く中で低所得者世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得者世帯と同一世帯となっている18歳以下の児童に対する給付金及
び事務費
③令和5年度住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯

R6.2 R6.7 68,904,241 68,904,241

人件費:1,244,977
需用費:35,200
役務費:56,064
委託料:1,518,000
補助金:66,050,000

760世帯（児童1,321人）に対し、１
世帯当たり50,000円の給付金を支給し
た。

給付金を支給することで、物価高騰の影
響により困難に直面する子育て世帯の生
活を支援することができた。

―

7 家計急変世帯支援給付事業
【物価高騰対策給付金】

社会福祉課

①物価高騰に対する低所得者支援として現金を給付する
②給付金及び事務費
③家計急変世帯（令和5年度課税世帯であるが、令和5年1月以降の家計
が急変し非課税世帯と同水準にある世帯）

R6.1 R6.5 6,121,177 6,121,177

需用費:23,891
役務費:66,420
委託料:73,276
使用料及び賃借料:7,590
補助金:5,950,000

85世帯に対し、１世帯当たり70,000円
の給付金を支給した。

給付金を支給することで、物価高騰の影
響により困難に直面する方の生活を支援
することができた。

―

10 水道事業会計繰出金（基本
料金免除）

総務課

①物価高騰により影響を受けている市民や事業者に対する支援
②水道基本料金の免除に伴う水道事業会計の減収分及び免除実施により生
じる事務費に対する繰出金
③全市民、事業所（公共施設は除く）

R6.5 R6.12 118,998,220 88,817,000 水道事業会計繰出金
:118,998,220

令和6年8月から11月までの4か月間の水
道料金のうち基本料金を免除するため、
免除に要する経費を水道事業会計に繰り
出した。

基本料金を免除することで、物価高騰の
影響を受ける市民や事業者を支援するこ
とができた。

―

11 すくすく赤ちゃん紙おむつ等支
給事業

子ども家庭課

①物価高騰の影響による子育て世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育て
ができる環境を支援するため、紙おむつとおしり拭きを支給する。
②需用費
③R6生まれの新生児の保護者

R6.4 R7.3 2,232,978 2,232,000 需用費:2,232,978
期間中に生まれた新生児340名に対し、
紙おむつとおしり拭きを支給することができ
た。

物価高騰による子育て世帯の負担を軽減
することができた。

―

710,732,967 680,550,769

●No.、事業名、事業概要については、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に係る実施計画から引用しております。
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